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障害者権利委員会
		カナダの第 2・3 回合併報告提出前の質問事項 *
[footnoteRef:1]	A.	目的と一般的義務（第1～4条） [1: 	*	第22会期（2019年8月26日～9月20日）において委員会が採択。] 

1.　以下の項目にお答えください：
	(a)	連邦レベル、州レベル、準州レベルで、この条約を組み入れるための法改正に関する重要な進展があったかどうか； 
（訳注　原英文では、Convention on the Rights of Persons with Disabilities（障害者権利条約）を略して、the Convention（条約）としている。以下、本仮訳で条約とあるのは全て障害者権利条約のことである。）
	(b)	条約の実施への統一的なアプローチを確保するためにとられた措置。ここには、障害のある人を代表する団体を通じて障害のある人と協議した上での、連邦、州、準州レベルでの実施を調整する包括的な国家戦略を含みます。
2.	締約国が、障害のある人を代表する団体と連携して、特に複数の差別や交差する形態の差別に直面している障害のある人に関して、条約の実施と監視への完全かつ効果的な参加を確保するためのメカニズムを確立し、資金を割り当てているかどうかを明らかにしてください。
	B.　具体的な権利（第5～30条）
		平等及び非差別（第5条） 
3.	前回の総括所見（CRPD/C/CAN/CO/1）のパラグラフ14に含まれる委員会の勧告を実施するためにとられた措置、特に以下に関する情報を提供してください：
（訳注　総括所見の内容は、「障害者権利条約と世界の国々《JD仮訳》」を参照。）
	(a)	カナダ人権法（1993年）の規定が、機能障害の状態にかかわらず、すべての障害のある人のすべての生活領域を対象とし、公的部門および民間部門において合理的配慮が提供されるようにするための動き； 
	(b)	連邦、州、準州レベルの差別禁止規定が、合理的配慮の拒否、障害のある人と関係のある人への差別（discrimination by association）、障害のある人（特に障害のある子ども、女性、移民、難民、亡命希望者、先住民、レズビアン、ゲイ、バイセクシュアル、トランスジェンダー、インターセックスの人）が直面する複合的・交差的差別、障害を理由とするあらゆる形態の差別を含むようにするためにとられた措置。また、差別があった場合の効果的な救済へのアクセスを確保するためにとられた措置； 
（訳注　関係のある人への差別とは、障害のある本人でなくても、障害のある人と関係している、親しくしている、特に親子兄弟であるという理由だけで差別されること。）
	(c)	障害のある人が直面する不平等と差別を撤廃するために、政府のあらゆるレベルで取られた措置。特に、明確な目標をもつアファーマティブ・アクション（affirmative action　積極的格差是正措置）と、年齢、性別、先住民族（indigenous）の背景によって分類された達成状況のデータ収集について。
		障害のある女性（第6条） 
4.	次の情報を提供してください：
	(a)	ジェンダー平等に関する法律と公共政策を通じて、障害のある女性の経済的エンパワーメントを促進するためにとられた措置（カナダ女性の地位庁（Status of Women Canada）による措置を含めて）； 
	(b)	障害のある女性が直面する経済的・実務的なバリアを取り除き、インクルーシブな実践を発展させるための、障害のある女性に対する偏見や否定的な固定観念をなくす上での進展； 
	(c)	障害のある先住民の女性が、利用可能な教育プログラムにアクセスし、条約に基づく権利を認識し、権利を申し立てるために用意された支援にアクセスできるようにする措置。
		障害のある子ども（第7条）
5.	次の情報を提供してください：
	(a)	障害のある子ども、特に先住民の障害のある子どもの状況や直面する差別についての、研究や定期的かつ体系的な分類されたデータの収集に関して、あらゆるレベルの政府が前回審査以降に取った措置。また、そのデータが、彼らへの差別の交差する形態に対応することに的を絞った戦略やプログラムを策定するために使用されているかどうか；
	(b)	カナダの福祉サービスの対象とされる障害のある先住民族の子どもの割合が高いことに対処するためにとられた措置。ここには、先住民族のコミュニティでの児童福祉制度を改善するための、「ファースト・ネーションズ、イヌイット、メティス子どもと青少年および家族に関する法律（法案C-92）（Act respecting First Nations, Inuit and Métis children, youth and families (Bill C-92)）を実施するための予算措置を含めてください。； 
（訳注　ファースト・ネーションズ、イヌイット、メティスはカナダの先住民族である。）
	(c)	公共政策および早期介入プログラムに、障害のある子どもの権利を取り入れ、すべての障害のある子どもに自己認識と成長する能力があることを知らしめるために取られた措置。
	意識の向上（第8条）
6.	前回の総括所見のパラグラフ20に含まれる委員会の勧告を完全に実施するために、連邦、州、準州レベルで取られた措置、特に以下に関する情報を提供してください：
	(a)	自閉症の人、レズビアン、ゲイ、バイセクシュアル、トランスジェンダー、インターセックスの人も含めた、障害のある人に対するスティグマ、固定観念、偏見、否定的な態度と闘い、彼らの人間としての尊厳を強化し、社会へのインクルージョンを支援するために取られた措置；
	(b)	知的障害のある人のリーダーシップ、彼らを代表する組織の活動、およびセルフアドボカシー（自己権利擁護）の推進に、知的障害のある人の参加を支援するために取られた措置。 
		アクセシビリティ（第9条）
7.	物理的環境、交通、および情報・通信へのアクセシビリティ、ならびに公衆に提供または公開されているその他の施設およびサービスへのアクセシビリティなど、さまざまな州や準州のアクセシビリティの状況とその評価に関する情報を提供してください。またそれぞれの政府が条約の順守状況を監視し、定期的に評価しているかどうかについても、情報を提供してください。
8.	次の情報を提供してください：
	(a)	アクセシビリティに関する法律が整備されているかどうか。これには、「アクセシブル・カナダ法（Accessible Canada Act）」の状況や、すべての州・準州レベルの政府におけるその実施を確保するための措置に関する最新情報と、そのような法律が条約に沿ってファースト・ネーションズの保護区に適用されているかどうかも含まれます； 
	(b)	公共情報のアクセシビリティを向上させ、代替コミュニケーション手段を利用できるようにする措置。特に、公共文書や基本的な法律の点字・手話言語・わかりやすい版、英語とフランス語の字幕サービス、ウェブサイトやソーシャル・メディアのビデオ・コンテンツの音声説明（descriptive video）など。
	生命対する権利（第10条）
9.	以下の対策について情報を提供してください：
	(a)	連邦の安楽死法（Medical Assistance in Dying legislation）に基づいて死の幇助を求める障害のある人に対して、代替の選択肢と適切な緩和ケア、障害への支援、在宅ケア、その他の社会的措置を提供する；
（訳注　Medical Assistance in Dyingには「医療的介助による死」の訳もある））
	(b)	安楽死に関する全国的なデータ基準と効果的で独立した監視機構を確立し、法律と規則の遵守が厳格に実施され、障害のある人の生命が外部からの不当な圧力にさらされないようにすること。
		危険な状況および人道的緊急事態（第11条）
10.	前回の総括所見の委員会の勧告のパラグラフ26、特にサブパラグラフ26(a)から(c)を実施するためにとられた措置に関する情報を提供してください。
		法律の前にひとしく認められる権利（第12条）
11.　　　	法的能力を認めるための一貫した枠組みを確保し、その行使に必要な支援へのアクセスを可能にし、条約第12条（4）に対する締約国の留保を撤回するために、連邦、州、準州レベルでとられた法的措置およびその他の措置に関する情報を提供してください。また、連邦銀行法（Federal Bank Act）や所得税法（Income Tax Act）など、あらゆるレベルの法令において、排除規定を撤廃し、支援された意思決定のための規定を導入するためにとられた措置を示してください。障害のある人に課された意思決定の代替措置および意思決定の支援を受けた障害のある人に関する動向を把握するためのデータを提供してください。 
	司法手続の利用の機会（第13条）
12.	前回の総括所見のパラグラフ30に含まれる委員会の勧告を完全に実施するために取られた措置に関する情報を提供してください、とくに：
	(a)	障害のある人が裁判を受けるにふさわしくない、提訴するにふさわしくない、刑事訴追を受けることができない、または刑事責任を免除される、と宣言される手続を法律から削除するために採択された措置；
	(b)	障害のある人、特に精神（psychosocial）障害ならびに知的障害のある人、および自閉症の人が、その権利の保護を求めるための情報や申請手続きを利用できるようにするためにとられた措置；
	(c)	連邦、州、準州レベルにおいて、障害のある人が権利侵害に関する訴訟を提起する際の法律扶助サービスとその他の支援に関する地域格差を是正するためにとられた措置；
	(d)	条約に規定（enshrine）されている、障害のある人の司法へのアクセスに関する権利に焦点を当てて、カナダ司法審議会（Canadian Judicial Council）が開発した研修プログラムの成果。また、カナダ被害者権利章典法（Canadian Victims Bill of Rights Act）に基づく、司法手続きにおける知的障害や精神障害のある人の証言の促進を含む、司法部門、警察、刑務官のためのその他の関連研修活動の成果。
	身体の自由及び安全（第14条）
13.	前回の総括所見のパラグラフ32に含まれる委員会の勧告を完全に実施するために連邦、州、準州レベルでとられた措置について、特に以下の点について委員会に報告してください：
	(a)	機能障害を理由とする障害のある人の非自発的拘禁および入院をなくすこと； 
	(b)	連邦および州の刑務所や拘禁施設に拘禁されている、障害のある女性や自閉症の人を含めたすべての障害のある人に対する個別的支援のガイドラインを採択し、実施すること； 
	(c)	刑務所で、知的障害、精神障害のある人、障害のある先住民や移民の割合が過大なことに対処すること。
		拷問又は残虐な､非人道的な若しくは品位を傷つける取扱い若しくは刑罰からの自由(第15条）
14.	入所施設、精神科施設、病院、刑務所、教育施設、デイケアサービスなどあらゆる環境での、過剰投薬を含む隔離、拘束、その他の形態の行動制約を伴う慣行をなくすためにとられた措置、および刑務所における独房への幽閉の慣行を見直すためにとられた措置に関する情報を提供してください。既存の機関が、拷問防止のために障害のある人の状況を監視する権限と専門知識を持っているかどうかを示してください。拷問およびその他の残虐な、非人道的なもしくは品位を傷つける処遇または刑罰に関する条約の、選択議定書を批准するためにとられた措置に関する情報を提供してください。
		搾取、暴力虐待からの自由（第16条）
15.	障害のある女性や少女、特に先住民の女性、知的障害、精神障害のある女性、家庭や施設にいる障害のある人に対する性的暴力を含む、あらゆる形態の暴力に対処するためにとられた措置について、特に前回の総括所見のパラグラフ34に含まれる委員会の勧告を参照しながら、情報を提供してください。
16.	ジェンダーに基づく暴力に対する連邦戦略に、障害のある女性や少女に対するあらゆる形態の暴力に対処するための行動指針、具体的なプログラムおよび目標指針（benchmarks）が含まれるようにするためにとられた措置を示してください。女性と少女の人身売買と搾取、およびそれらの被害者の障害の有無に関するデータを提供してください。 
		個人をそのままの状態で保護すること（第17条） 
17.	障害のある人、特に知的障害、精神障害のある人に対する強制的または非自発的な不妊手術をなくすための措置（障害のある人が同意する法的能力を欠いているとみなされる状況を含む）に関する情報を提供してください。また、上記の措置を管轄区域を超えて調整する（coordinate）ための努力についても説明してください。
		移動の自由及び国籍についての権利（第18条）
18.	以下の目的のために、実施された、あるいは想定している措置を示してください：
	(a)	5年間で99,060カナダドルを超える医療サービスを必要とすることが合理的に予想される外国人の入国を拒否している、移民・難民保護法（Immigration and Refugee Protection Act）第38条(1)(c)項を廃止する；
	(b)	移民・亡命手続きに関する情報を、障害のある人にアクセシブルなすべてのフォーマットで入手できるようにする。
		自立生活と地域社会へのインクルージョン（（第19条）
19.	以下の事項への対策について情報を提供してください： 
	(a)	州および準州の司法管轄区が、障害のある人を代表する団体との緊密な連携のもと、施設を閉鎖し、在宅支援、パーソナルアシスタンス、その他の地域密着型サービスなど、自立した生活のための人権に基づく総合的な支援システムを司法管轄区全体で導入するための、期限付き戦略を確立する； 
	(b)	ファースト・ネーションズまたはイヌイットのコミュニティに住む障害のある人、特に知的障害や精神障害のある人が、保護区内のサービスを平等に利用できるようにする；
	(c)	障害のある人のための手頃でアクセシブルな住宅の選択肢を増やし、障害のある人のホームレス問題に取り組む。2017年第1次国家住宅戦略（First National Housing Strategy of 2017）の影響に関する情報を含めてください。
		個人の移動を容易にすること（第20条）
20.	公共空間への平等なアクセスに関して、介助犬または盲導犬の使用に関する障害のある人への差別を撤廃するために取られた措置について報告してください。 
		表現及び意見の自由並びに情報の利用の機会（第21条）
21.	前回の総括所見のパラグラフ40に含まれる委員会の勧告を完全に実施するために、連邦、州、準州レベルで取られた措置に関する情報を提供してください。
		家庭と家族の尊重（第23条）
22.	保護区内のイヌイット、メティス、ファースト・ネーションズのコミュニティ内も含め、障害のある子どもの家族からの離別を防ぎ、最適な家庭環境を維持するために、州および準州の児童福祉機関から、障害のある親に適切かつ十分なサービスと支援を提供するために取られた措置について情報を提供してください。また、利用可能なすべてのサービスに関する情報をアクセシブルにするために取られた措置に関する情報を提供してください。 
		教育（第24条）
23.	以下の対策について情報を提供してください：
	(a)	障害のある生徒のための分離された特別教育環境を廃止し、州政府、準州政府に割り当てられた人的、財政的、技術的資源を含め、連邦政府、州政府、準州政府の管轄区域全体でインクルーシブな教育システムを確立する；
[bookmark: _Hlk199932545]	(b)	障害のある女性や少女、障害のある先住民族、遠隔地および農村部に住む障害のある人などへの教育で、就学および就学の継続を促進する。また、手話言語およびその他の利用しやすい情報・コミュニケーション形式を含む、あらゆる教育レベルのインクルーシブ教育での、教員の研修と、機器および教室での支援、アクセシビリティや学習教材によるものなど、学校やその他の学習機関での個別的支援の提供に関して、管轄区域全体の活動を調整する取り組みを示してください。
		健康（第25条）
24.	次のために取られた措置に関する情報を提供してください：
	(a)	すべての障害のある人に対して、障害に特化したサービスを含む保健サービスの普遍的な適用を提供するために、また、保健医療従事者への訓練を提供するために、質の高い保健医療サービスを利用する上で障害のある人が直面する物理的、経済的、態度的なバリアおよびスティグマに対処する；
	(b)	トランスジェンダーや性別に多様性のある障害のある人を含む障害のある人が、安全な外科的・内科的中絶サービスやジェンダーをそのまま肯定する総合的ヘルスケアなど、性と生殖に関する健康に関する情報やサービスを利用できるようにする；
	(c)	医療処置や治療が障害のある人の自由意志によるインフォームド・コンセントに基づいて行われるよう、地域治療命令（CTO: community treatment order）や類似の慣行を見直す。
（訳注　地域治療命令は、入退院を繰り返す精神疾患のある人に、医師が地域での治療を継続することを義務づける法的な命令制度。）
		労働及び雇用（第27条） 
25.	前回の総括所見のパラグラフ48に含まれる委員会の勧告を完全に実施するために取られた措置、特に以下に関する情報を提供してください：
	(a)	州政府および準州政府との労働力開発協定に基づき、公共部門および民間部門における障害のある人の雇用を促進するための、障害のある人を対象とした特定の資金を含む、アファーマティブ・アクション（affirmative action　積極的格差是正措置）施策の成果；
	(b)	障害のある人のための保護作業所（sheltered workshop）を閉鎖するスケジュールと、彼らの地域社会での雇用可能性を高めるために取られた代替措置（特に障害のある女性、先住民、若者に関して）。
	相当な生活水準及び社会的な保障（第28条）
26.	次についての情報を提供してください： 
	(a)	社会的保障および障害者支援プログラムの見直しに関連するものを含め、すべての障害のある人とその家族に十分な生活水準を保証し、また（給付のポータビリティ（訳注　転出先でも同じ給付が受けられること）に関する情報を含めて）管轄区域間の格差を縮小するための、連邦、州、準州レベルでとられた措置。特に次のような人に留意して答えてください： 貧困にあえぐ人、失業中の人や高度な支援が必要なため安定収入がない人、雇用されているが障害に関連する追加費用を負担しなければならない人、農村部や遠隔地の人、先住民族のコミュニティに属する人、女性や高齢者； 
	(b)	多重差別（multiple discrimination）と貧困の防止を目的とした「2018年第1次貧困削減戦略（First Poverty Reduction Strategy of 2018）」の実施のためにとられた措置。また、締約国が連邦反貧困法制のための独立した監視機構を設置する計画があるかどうか；
	(c)	オンタリオ州障害者支援プログラムの、拡大医療給付に関する「指令9.10（Directive 9.10）」などの法律や政策で規定された課税可能所得の上限（the ceiling on chargeable income）が、障害のある人の生活状況に与えた影響についての評価（障害、ジェンダー、年齢による偏った影響に関する情報を含む）。
		政治的及び公的活動への参加（第29条）
27.	次の情報を提供してください：
	(a)	連邦、州、準州レベルにおいて、すべての障害のある人の政治的、公的活動への参加を支援し、知的障害や精神障害のある人の選挙権の行使を促進するためにとられた立法措置およびその他の措置；
	(b)	障害のある人の選挙への参加のバリアを減らすための選挙手続き改善法（Elections Modernization Act）の実施の影響と課題。選挙キャンペーンに関するわかりやすい版やその他のアクセシブルなマルチメディア資料など、アクセシブルな情報へのバリアを取り除くために採用されたその他の措置；
	(c)	交差する形態の差別に直面している障害のある人の、政治的、公的活動への参加を促進するためにとられた措置。また、この点に関する、社会開発パートナーシップ・プログラム（Social Development Partnerships Programme）の下での市民社会組織に対する既存の財政支援の見直し。
	C.　特定の義務（第31～33条）
		統計及び資料の収集（第31条）
28.	政策およびプログラムの開発を視野に入れ、年齢、性別、障害、遭遇したバリア、雇用可能性、民族、地理的な場所によって分類された、障害のある人の状況に関する量的、質的データの定期的な収集のために取られた措置に関する情報を提供してください。また、関連データを普及させ、障害のある人がアクセスできるようにするために取られた具体的な措置について、委員会に報告してください。
		国際協力（第32条）
29.	前回の総括所見のパラグラフ56に含まれる委員会の勧告を完全に実施するために取られた措置に関する情報を提供してください。
		国内における実施及び監視（第33条）
30.	独立した監視機構を指定し、条約実施のための調整機構の設立を検討し、連邦レベルの障害問題担当室（Office for Disability Issues）と連携するために、州、準州の管轄区域でとられた措置に関する情報を提供してください。カナダ人権委員会（Canadian Human Rights Commission）が機能するために割り当てられた人的・財政的資源に関する情報を提供してください。障害のある人を代表する団体を通じた、障害のある人の監視プロセスへの参加を確保するための取り組みを示してください。
			
(翻訳、佐藤久夫、曽根原純、岡本 明)
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